
 

   沖縄県外来種防除活動支援補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 知事は、本県の外来種による生態系等への影響を最小限に抑え、生物多様性を保全する

ため、外来種対策に資する活動を実施する地域団体等の当該活動に要する経費に対し、予算の

範囲内において、補助金を交付するものとし、その交付については、沖縄振興特別推進交付金

交付要綱（平成 24 年 4 月 19 日府政沖第 149 号）及び沖縄県補助金等の交付に関する規則（昭

和 47 年沖縄県規則第 102 号）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによるものとする。 

（補助対象事業、経費、基準額及び補助率） 

第２条 この補助金は、沖縄県内における外来種対策に資する次の事業を交付の対象（以下「補

助対象事業」という。）とする。 

⑴ 外来種駆除等事業 

沖縄県対策外来種リスト（平成 30 年８月策定）で、防除対策外来種、定着予防外来種及び

産業管理外来種に区分される外来種の駆除、早期発見及び侵入防止対策並びに在来種の混獲

対策などの取組を行う事業。 

 ⑵ 在来種モニタリング事業 

⑴の駆除対象とする外来種の影響を受けていると思われる在来種への影響や回復状況等の

調査を行う事業。 

 ⑶ 普及啓発事業 

外来種対策に関するチラシやグッズ配布などの周知啓発やイベント、環境教育等の取組を

行う事業。 

 ⑷ 地域住民参画推進事業 

⑴から⑶までの取組について、地域住民の参画を促し、地域で外来種対策を行う体制の構

築に関する取組を行う事業。 

 ⑸ その他 

その他、地域における外来種対策に資する活動と認められる事業。 

２ 補助対象事業が次の要件のいずれかに該当する場合には、補助金の交付の対象外とする。 

⑴ 専ら営利を目的とした活動であるとき。 

⑵ 特定の政治活動又は宗教活動を目的とするとき。 

⑶ 事業の実施に必要な経費のうち、補助金を除く自己負担金等の金額を確実に調達できる見

込みが無いとき。 

⑷ 県から当該事業に対する他の補助を受けているとき。 

３ 補助対象経費、補助基準額及び補助率は、別表に定めるところによる。 

 

 



（実施主体） 

第３条 交付決定を受けた事業（以下「補助事業」という。）の実施主体は、沖縄県内で自然保

護活動を実施する団体とする。ただし、次の各号を全て満たすものとする。 

⑴ 定款、寄付行為又はこれらに準ずる規約等を有すること。 

⑵ 団体の意思を決定し、交付申請書に係る活動を執行する組織を有すること。 

⑶ 団体の本拠地及び活動を行う場所が沖縄県内であること。 

⑷ 活動の実績等から見て、交付申請書に係る活動を確実に実施することができると認めら

れること。 

⑸ 補助事業を実施する団体の代表者、理事、監事、事務局長若しくはこれらに準ずる者、

相談役、顧問その他の実質的に当該団体の経営に関与している者、又は当該団体の業務に

係る契約を締結する権限を有する者が、次のアからウまでのいずれかに該当する者でない

こと。 

ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第

６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。） 

イ 次のいずれかに該当する行為（（イ）又は（ウ）に該当する行為であって、法令上の

義務の履行としてするものその他正当な理由があるものを除く。）をした者（継続的に

又は反復して当該行為を行うおそれがないと認められる者を除く。） 

（ア）  自己若しくは他人の不正な利益を図る目的又は他人に損害を加える目的で、

情を知って、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に

規定する暴力団（以下「暴力団」という。）又は暴力団員を利用する行為 

（イ）  暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することとなることを知りな

がら、暴力団員又は暴力団員が指定した者に対して行う、金品その他の財産上

の利益若しくは便宜の供与又はこれらに準ずる行為 

（ウ）  県の事務又は事業に関し、請負契約、物品を購入する契約その他の契約の相

手方（法人その他の団体にあっては、その役員等）が暴力団員であることを知

りながら、当該契約を締結する行為 

ウ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

（補助金の交付申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする者は、知事が定める日までに交付申請書（様式第１号）

に関係書類を添えて知事に提出しなければならない。 

２ 補助金の交付を受けようとする者は、前項の申請書を提出するに当たって、補助金に係る消

費税等仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消

費税法（昭和 63 年法律第 108 号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金

額と当該金額に地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額

との合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）を減額して申請しなければならな



い。ただし、申請時において補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかでない者については、

この限りではない。 

（補助金の交付決定及び通知） 

第５条 知事は、補助金の交付申請があった場合においては、申請書やその内容の審査及び必要

に応じて行う現地調査等により、申請書の内容が適切であると認めたときは、速やかに補助金

の交付の決定を行い、交付決定通知書により通知するものとする。 

２ 知事は、前項の審査に当たっては、必要に応じて、自然環境保全に関して知見のある学識経

験者等の意見を聴くことができる。 

３ 知事は、第１項の通知に際して必要な条件を付すことができる。 

４ 知事は、前条第２項ただし書による交付の申請がなされたものについては、補助金に係る消

費税等仕入控除税額について、補助金の額の確定において減額を行うこととし、その旨の条件

を付して交付決定を行うものとする。 

（事業内容及び経費配分の変更） 

第６条 補助金の交付決定通知を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、次の各号のいず

れかに該当する場合には、変更承認申請書（様式第２号）を知事に提出し、その承認を受ける

ものとする。 

⑴ 補助事業に要する経費の配分の変更（対象経費の相互間において、いずれか低い方の 20 パ

ーセント以下の増減をしようとする場合を除く。）をする場合 

⑵ 補助事業の内容の変更（事業目的に変更がなく、軽微な場合を除く。）をする場合 

⑶ 事業を中止し、又は廃止する場合 

⑷ その他知事が必要と認める場合 

２ 知事は、前項の承認をする場合において、必要に応じ交付決定の内容を変更し、又は条件を

付すことができる。 

３ 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場

合は、速やかに事故報告書（様式第３号）を知事に報告し、その指示を受けるものとする。 

（交付申請の取下げ） 

第７条 補助金の交付申請を取り下げようとするときは、交付決定の通知を受けた日から起算し

て 30 日以内に、交付申請取り下げ書（様式第４号）を知事に提出しなければならない。 

（遂行状況報告） 

第８条 補助事業者は、知事が報告を求めたときは、遂行状況報告書（様式第５号）により、補

助事業の遂行状況を知事に速やかに報告しなければならない。 

（実績報告） 

第９条 補助事業者は、補助事業が完了したとき（補助事業の廃止の承認を受けたときを含む。）

は、その日から起算して 30 日以内又は補助金交付決定のあった年度の２月末日のいずれか早い

期日までに、実績報告書（様式第６号）を知事に提出しなければならない。 



２ 第４条第２項ただし書により交付の申請をした補助事業者は、前項の実績報告書を提出する

に当たって、補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかな場合には、実績額から当該消費税

等仕入控除税額を減額して報告しなければならない。 

（補助金の額の確定） 

第 10条 知事は、前条第１項の報告を受けたときは、実績報告書等の審査及び必要に応じて現地

調査等を行い、その報告に係る補助事業等の実施結果が補助金の交付決定内容（第６条の規定

に基づく承認をした場合は、その承認された内容）及びこれに付した条件に適合すると認めた

ときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助事業者に通知するものとする。 

２ 知事は、交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える額が交付され

ているときは、その超える分の返還を命ずるものとする。 

３ 前項の補助金の返還期限は、当該命令のなされた日から 20 日以内とし、期限内に納付がない

場合は、未納に係る金額に対して、その未納に係る期間に応じて年利 10.95 パーセントの割合

で計算した延滞金を徴するものとする。 

（交付決定の取消し等） 

第 11条 知事は、第６条第１項第３号の補助事業の中止若しくは廃止の申請があった場合又は次

に掲げる場合には、第５条の交付の決定の全部若しくは一部を取り消し又は変更することがで

きる。 

⑴ 補助事業者が、法令、本要綱又は法令若しくは本要綱に基づく知事の処分若しくは指示に

違反した場合 

⑵ 補助事業者が、補助金を補助事業以外の用途に使用した場合 

⑶ 補助事業者が、補助事業に関して不正、怠慢、その他不適切な行為をした場合 

⑷ 交付の決定後生じた事情の変更等により、補助事業の全部又は一部を継続する必要がなく

なった場合 

２ 知事は、前項の取消しをした場合において、既に当該取消しに係る部分に対する補助金が交

付されているときは、期限を付して当該補助金の全部又は一部の返還を命ずる。 

３ 知事は、前項の返還を命ずる場合には、その命令に係る補助金の受領の日から納付の日まで

の期間に応じて、年利 10.95 パーセントの割合で計算した加算金の納付を併せて命ずることが

できる。 

４ 第２項の規定に基づく補助金の返還及び前項の加算金の納付については、前条第３項の規定

を準用する。 

（消費税仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第 12 条 補助事業者は、補助対象事業等にかかる補助金の額の確定後に、補助金に係る消費税等 

仕入控除税額が確定した場合には、消費税額及び地方消費税額の額の確定に伴う報告書（ 

様式第７号）により、知事に速やかに報告しなければならない。 

２ 知事は、前項にて報告のあった場合には、当該消費税等仕入控除額の全部又は一部の返還を



命ずるものとする。 

３ 前項の返還については、第 10 条第３項の規定を準用する。 

（補助金の支払） 

第 13条 補助事業者は、補助金の概算払を受けようとする場合は、概算払請求書（様式第８号）

を知事に提出しなければならない。 

２ 前項による概算払の請求額は当該交付決定額の５割を限度とし、請求は１回限りとする。 

３ 補助事業者は、補助金の額の確定通知を受けたときは、直ちに精算払請求書（様式第９号）

を知事に提出しなければならない。 

（補助金の経理） 

第 14条 補助事業者は、補助事業の経費について、帳簿及びすべての証拠書類を備え、他の経理

と明確に区分して経理し、常にその収支の状況を明らかにしておかなければならない。 

２ 補助事業者は、前項の帳簿及び証拠書類について、補助事業を廃止した日、又は完了した日

の属する年度の翌年度から５年間、知事の要求があったときは、いつでも開示できるよう保存

しておかなければならない。 

（沖縄県外来種防除活動支援事業の表示） 

第 15条 補助事業者は、補助事業による製作物等に県補助金を受けて実施した旨を表示するもの

とする。 

（その他） 

第 16条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付について必要な事項は、知事が別に定める。 

 

附 則 

 この要綱は、令和５年 12 月 21 日から施行し、令和５年４月１日から適用する。 



 

別表（第２条第２項関係） 

 

１ 区分 

 

２ 対象経費 

 

３ 対象経費内容 

 

４ 補助基準額 

 

５ 補助率 

 

第２条第１

項 

⑴～⑸の事

業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人 件 費 

 

 

 

対象事業に従事する

者の直接作業時間に

対して支払われる人

件費 

 

 

上限100万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８/10以内 

 

 

 

事 

業 

費 

 

旅費 

 

 

対象事業の実施に必

要な交通費等 

 

 

報償費 

 

対象事業の実施に必

要な謝礼金等 

 

 

需用費 

 

 

 

対象事業の実施に必

要な消耗品費、印刷製

本費、燃料費等 

 

 

役務費 

 

 

対象事業の実施に必

要な通信運搬費、生じ

た廃棄物の処分費、手

数料、保険料等 

 

 

補助員人件費 

 

対象事業を実施する

ために必要な補助員

（アルバイト等）に

係る経費 

 

 

使用料及び賃借料 

 

 

 

対象事業の実施に必

要な車両、会場、機器

類等の借料等 

 

 

 

 


